
障がいを理由とする差別の解消
に向けた合理的配慮について



【条例の目的】
この条例は、障がい者及び障がい児の権利を擁護するとともに、
障がいがあることによって障がい者及び障がい児がいかなる差別、
虐待も受けることのない暮らしやすい地域づくりを推進する

北海道障がい者条例の目ざすもの

【基本方針（抜粋）】

障がいのある方が当たり前に暮らせる地域は、

誰にとっても暮らしやすい地域である
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不当な差別的取扱いの基本的な考え方

例えば・・・

お店に入ってから、障がいがあると分かったとたんに、

店の利用を拒否された。

※正当な理由がない場合は、不当な差別的取扱い

＜基本方針から＞

● 法は、障がい者に対して、正当な理由なく、障がいを理由として、
財・サービスや各種機会の提供を拒否する又は提供に当たって場
所・時間帯などを制限する、障がい者でない者に対しては付さない
条件を付けることなどにより、障がい者の権利利益を侵害することを
禁止
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正当な理由とは？

＜基本方針から＞

正当な理由に相当するのは、障がい者に対して、障がいを理由と
して、財・サービスや各種機会の提供を拒否するなどの取扱いが客
観的に見て、正当な目的の下に行われたものであり、その目的に照
らしてやむを得ないと言える場合である。

正当な理由に相当するか否かについて、個別の事案ごとに、障が
い者、事業者、第三者の権利利益及び行政機関等の事務・事業の
目的・内容・機能の維持等の観点に鑑み、具体的場面や状況に応じ
て総合的・客観的に判断することが必要である。

正当な理由があると判断した場合には、障がい者にその理由を説
明するものとし、理解を得るよう努めることが望ましい。 3



合理的配慮

合理的配慮は、障がいの特性や社会的障壁の除去が求められる具体的な場
面や状況に応じて異なり、多様かつ個別性の高いものであり、当該障がい者
が現に置かれている状況を踏まえ、社会的障壁の除去のための手段及び方法
について代替措置の選択も含め、双方の建設的対話による相互理解を通じて、
必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなされるものである。

＜基本方針から＞

個々の場面において、障がい者から現に社会的障壁の除去を必
要としている旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴
う負担が過重でないときは、障がい者の権利利益を侵害することと
ならないよう、社会的障壁の除去の実施について、必要かつ合理的
な配慮を行うことを求めている。
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意思の表明

＜基本方針から＞

具体的な場面において、社会的障壁の除去に関する配慮を必要と
している状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大
文字、筆談、実物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による
意思伝達など、障がい者が他人とコミュニケーションを図る際に必要
な手段（通訳を介するものを含む。）により伝えられる。

※本人の意思の表明が困難な場合には、家族、介助者等、コミュニ

ケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明を含む。
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合理的配慮の一例
※技術の進展、社会情勢の変化等に応じて変わりうるもの

＜基本方針から＞

①物理的環境への配慮

・車いす利用者のために段差に携帯スロープを渡す

・高い所に陳列された商品を取って渡す

②意思疎通の配慮

・筆談、読み上げ、手話などによるコミュニケーション、わかりやすい

表現を使って説明をする

③ルール・慣行の柔軟な変更

・障がいの特性に応じた休憩時間の調整
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かじゅう

過重な負担の基本的な考え方

＜基本方針から＞

個別の事案ごとに、以下の要素等を考慮し、具体的場面や状況に
応じて総合的・客観的に判断する。

●事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）

●実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約）

●費用・負担の程度

●事務・事業規模

●財政・財務状況

※過重な負担に当たると判断した場合は、その理由を説明し、理解を得るよう努

めることが望ましい。
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何が差別で、何が合理的配慮か？

話し合い（建設的対話）が必要

これは、個別・具体的場面により、異なる。

→法の趣旨としては、これを突き詰めるものでもない。

（突き詰めるとギスギスし、話ずらくなってしまう・・・・・。）

差別する方は、「差別と感じていない」などの状況である一方、

差別を受けている方は、「差別と感じている」
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※ URL ： http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html

内閣府のホームページ
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これまでの道の取組状況

北海道障がい者施策推進審議会権利擁護部会において、障が
い当事者や関係者の意見を伺い、取組を進めてきた。

①地方公共団体等職員対応要領・事例集の策定

②相談・紛争防止等の体制整備

③障害者差別解消支援地域協議会の設置

④普及啓発（障害者差別解消法、障害者虐待防止法、

北海道障がい者条例）
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※ 職員対応要領・合理的配慮事例集については、次のホームページで公開しています。
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/shf/yoriyoitaiougadekirupe-zi.htm 11



相談及び紛争の防止等のための
体制の整備（法第１４条）

・国及び地方公共団体は、障がい者及びその家族その他の関係者からの障
がいを理由とする差別に関する相談に的確に応ずるとともに、障がいを理
由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができる必要な体制
の整備を図るものとする。

→既存の機関等の活用・充実を図る

→相談窓口の明確化

→対応する職員の業務の明確化・専門性の向上
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障害者差別解消支援地域協議会
（法第１７～２０条）

・＜基本方針から＞
・地域における様々な関係機関が、相談事例等に係る情報
の共有・協議を通じて、各自の役割に応じた事案解決のた
めの取組を主体的に行うネットワークとして、協議会を組織
することができる。
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啓発活動（法第１５条）

・国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関
心と理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げて
いる諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。

→ 行政機関等における職員に対する研修

→ 事業者における研修

→ 地域住民等に対する啓発活動
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